






要  約:阪神・淡路大震災が妊産婦に及ぼした影響を多面的に把握するために総合的な調

査を行った。その結果、多数の被災妊婦が被災程度の軽い地域へ移動したことが判明した。

また、震災後の妊婦検診において異常を指摘された者や、入院加療が必要となった者の率

は被災度に比例して高くなった。しかし、分娩経過は被災度に影響されなかった。出生届

に基づいた調査では、他府県、特に大阪府ヘ移動した妊婦の増加を認めた。また、被災地

域の産科施設による早産と低出生体重児の取扱数は地震後に減少した。一方、被災地域の

妊婦に早産、流産、低出生体重児の出生率が増加した可能性が示唆された。また、被災の

激しい地域では産科医師と施設の 3～5 割が大きな被害を受け、被災地域の産科診療体制

が回復するには 2月下旬まで要した。


